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株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
商工中金は、2025年６月に民営化という大きな転機を迎えました。

しかし、この民営化はゴールではなく、スタートラインです。
「企業の未来を支えていく。日本を変化につよくする。」
このPURPOSEの実現に向け、商工中金は変わり続けます。こうした考え

方のもと、当金庫は2035年に向けた長期戦略・変革プランを策定しました。
「中小企業経済圏」の構築を通じて、その参加者の価値向上に全力で

貢献してまいります。
株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますよ

うよろしくお願い申し上げます。

　当金庫は、これまで大規模災害や経済危機時の際、機動的に危機対応業務を実施し、セーフティネット機能を発
揮してきました。これは民営化後も変わることはなく、引き続き長期安定的な取引スタンスで皆さまの資金繰りを
サポートしてまいります。
　また、中小企業金融の円滑化を目的に内部留保の充実と安定配当を基本とした経営を行ってきましたが、民営化
を経て、新たな経営ステージに移行したことや、株主還元の充実を図る観点等から、この度期末配当を１株あたり
５円といたしました。

株主の皆さまへ

2026年６月
株式会社商工組合中央金庫

取締役社長

2024/３期 2025/３期 2026/３期 前期比 2027年/３期 目標 前期比
業務粗利益 1,228億円 1,367億円 1,405億円 37億円 1,460億円 55億円
経常利益 219億円 328億円 397億円 68億円 380億円 ▲17億円
OHR（経費率＝経費／業務粗利益） 59.9％ 58.4％ 60.3％ 1.9% 60％ 程度 同程度

1997年 2000年 2003年 2006年 2009年 2012年 2015年 2018年 2021年 2024年
・民間金融機関は国内銀行、信用金庫、信用組合の合計。国内銀行は中小企業・中堅企業向け貸出、信用金庫
は法人向け貸出、信用組合は貸出総額を使用。

（資料）日本銀行「貸出先別貸出金」、全国信用組合中央協会
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配当金の推移

・2009年３月期の配当支払いについては、株式会社化が2008年10月１日であったため、半期分の支払いで
1.5円となっている。

貸出金残高・資金調達の状況  プロパー融資   危機対応融資
 債券   預金・譲渡性預金
 預金・譲渡性預金比率

株主通信2026年３月期
2025年４月１日 ～ 2026年３月31日
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株主還元方針資本循環・株主還元の充実
１. 基本方針 株主でありお客さまでもある中小企業及び中小企業

組合等の皆さまと当金庫が共に成長する好循環の資
本政策モデルの構築を目指し、これまで継続してき
た安定配当を基本としつつ、市場環境や経営環境を
踏まえ、中長期的に配当額を引き上げてまいります。

２. 還元手段 確保した利益を基に、安定配当による還元を中心に
実施します。

３. 配当方針 中小企業金融の円滑化という目的遂行の観点から、景
気変動にかかわらず、必要なリスクテイクに取り組み、
健全な経営基盤を構築するため、内部留保の充実を
図るとともに、将来の成長に向けた投資を行いながら、
安定的な配当を行っていくことを基本方針とします。
また、併せて、業績や資本の状況、市場環境等を総
合的に考慮しつつ、中長期的な配当の引き上げを目
指すとともに、株主還元の充実と株式の流動性向上
を実現します。

AI・半導体 新技術

造船 スタートアップ

航空・宇宙 金融

GX 労働市場改革

防災・国土強靭化

タテからヨコへ / 点から面へ

連携から共創へ

中小企業を主役に据えた価値を創出する

地域のステークホルダーとともに、
地域・日本の中小企業の課題を解決する

これまで これから

大企業などとのタテの連携

大企業 行政 大学等

中小企業

大企業

行政

大学等

中
小
企
業商工中金

プロデューサーとしての商工中金が
中小企業同士のヨコ連携で
それぞれの強みが束に！

これまで これから
中小企業 ＝ 投資銀行空白地帯 商業銀行＋投資銀行機能で挑戦を支援

政府の
17の戦略分野

政府の
８つの分野横断的課題

個人支援者

大学・高専・研究機関行政機関

スタートアップ
中小企業

つなげて

価値を
創る

ファンド 組合地域金融機関

グローバル企業

企業の
従業員

大企業
業界団体

中小企業
支援団体

NPO集めて

シリコンバレー

グローバル
(インド・アフリカ等)

中小企業大企業

行政

研究機関

地域金融機関

中小企業を
変化につよくするために
商工中金がハブに

2035年に向けた長期戦略のキーワード
「集めて」、「つなげて」、「価値を創る」

｢中小企業経済圏｣ とは中小企業に関わる様々な関係者が
集まり・つながり・価値が生まれるオープンな社会

商業銀行機能

投資銀行機能

大企業 中小企業

空白地帯

既存領域
投融資・本業支援など

長期安定取引

賃上げ環境整備
(中小企業等の生産性向
上・事業承継・M&A)

変 革

変 革

１

2

守りから成長へ
商業銀行＋投資銀行による金融サービスと
新たなセーフティネット機能で中小企業の挑戦を支える

変 革

3
これまで これから

地域に特化した
知見・資金・ネットワーク

中小企業 地域金融機関
海外企業 中小企業 地域金融機関

海外VC
専門パートナー

海外の知見・資金・ネットワークへ
商工中金が窓となりつながる

ローカルからグローカルへ
海外の知見・資金・ネットワークをつなぎ、
地域から海外市場へのアクセスを後押しする

変 革

４

DXからAXへ
AIとデータ基盤を前提の経営に変える

中小企業のデータ・ナレッジの統合／活用
[JIPS(Japan Intelligence Platform/ with Shokochukin)]

中小企業 組合

地域金融
機関

行政
機関

大学・
研究機関

中小企業

RM 店舗

変 革

５

商業銀行機能

投資銀行機能

大企業 中小企業

既存領域
投融資・本業支援など

長期安定取引

戦略策定・
財務アドバイザリー
・M&A　等

資本循環・株主還元の充実について
10年後に向け策定した、商工中金グループの「長期戦略・変革プラン」
の中でお示しした「資本循環・株主還元の充実」を基に、株主還元方
針および株主コミュニケーション方針を2026年５月に発表しました。
2025年６月の民営化を経て、新たな経営ステージへと歩みを進める
中、 「安定配当を軸とした株主還元」と「株主の皆さまとの対話の一
層の充実」を目指す私たちの考え方を、ご紹介します。

創出した付加価値を
もとに株主還元を充実

還元充実・成長投資・内部留保
のバランスを判断
機動的な自己株式取得 株式の魅力を高め

必要な資本を調達

戦略の実現に必要な資本を
中小企業経済圏の中で調達

中小企業経済圏の
確立・活性化に
資本を投下

資本を元手に「集めて」、「つなげて」、
「価値を創る」活動を拡大

中小企業経済圏の
参加者とともに
付加価値を創出
中小企業経済圏の確立・
活性化を通じた成果を測定

『長期戦略・変革プラン』始動



新しい私たちの取組みをぜひご覧ください

発行可能株式総数 普通株式	 4,000,000,000株
危機対応準備金株式	 10株

発行済株式の総数 普通株式	 2,186,531,448株
決算期 ３月31日

基準日 定時株主総会	 ３月31日
期末配当金受領株主確定日	 ３月31日

定時株主総会
開催時期 ６月下旬

単元株式数 普通株式	 1,000株
危機対応準備金株式	 １株

公告方法
電子公告
ただし、やむを得ない事由により電子公告を行うことができな
い場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株式情報（2026年３月31日現在）

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

お問合せ先
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部
電話：0120-232-711（通話料無料）

（受付時間：土・日・祝祭日を除く
９：00～17：00）

郵便物送付先
〒137-8081
新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

株式事務のご案内

IRライブラリー
https://www.shokochukin.
co.jp/share/library/materials/

スマホの方はこちらから▶

商工中金公式
YouTubeチャンネル

商工中金の概要（2026年３月31日現在）
名称 株式会社 商工組合中央金庫（略称/商工中金）

（2008年10月１日 株式会社化）
会社成立の年月日 1936年10月８日
目的 株式会社商工組合中央金庫は、その完全民営化の実現に向けて経営の自主性を確保しつつ、中小企業等協同組合その他主とし

て中小規模の事業者を構成員とする団体およびその構成員に対する金融の円滑化を図るために必要な業務を営むことを目的と
する株式会社とする。

業務開始 1936年12月10日
資本金 2,186億円
資金量 預金　　　　６兆7,928億円

譲渡性預金　　　　326億円
債券　　　　３兆1,287億円

貸出金 ９兆7,435億円
店舗等 国内103/海外５
社員数 3,389人
格付 R&I JCR Moody’s

長期 AA－（ネガティブ） AA（安定的） A２（安定的）

スマホの方はこちらから▶

株主コミュニケーション方針
１. 基本的な考え方 商工中金は、株主が中小企業および中小企業組合等に限定された「中小企業による中小企業のための金融機関」です。株主

でありお客さまでもある皆さまとの深度ある対話と、「中小企業経済圏」の確立・活性化を通じて、皆さまの成長と発展に貢
献するとともに、商工中金自身の企業価値向上も目指します。

２. 対話の対象 株主および潜在的株主である全国の中小企業および中小企業組合等を対象とします。
３. 対話の方法 商工中金のビジネスモデルに対して理解を深めていただくための統合報告書の発行、決算発表等の情報発信の他、株主総会、

経営諮問委員会、地区懇談会、全国各支店にある中金会、ユース会、各支店の担当ラインによる面談等を通じた直接的な対
話を行います。

４. 社内体制 株主≒お客さまであるという特徴を活かし、経営陣（取締役、委任型執行役員、地区担当役員等）と営業店を中心に、本支
店一体となって対応します。

５. �フィードバックと
対応

各対話の機会でいただいたご意見は、取締役会や経営会議等を通じて社内で共有し、お客さまの企業価値向上や各種サービ
スの改善に繋げます。

６. 情報開示と公平性 中小企業による中小企業のための金融機関として、経営の透明性を高め、アカウンタビリティを的確に果たすとともに、株主、
中小企業者、投資家、預金者および各連携機関を含めたあらゆるステークホルダーの皆さまから一層のご理解・ご信頼をい
ただけるよう、事業活動や財務の状況などについて、公平かつ適時・適切な情報開示に努めます。


